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審査要旨 
Ⅰ 論文の概要 
本論文は、プレーヴェ期の内務省の諸改革を個別的に考察し、さらにその相互関係の検証を通じて、彼
の統治政策の総体がロシア史において有する位置を明らかにすることを目的とする。 
 まず「はじめに」で、官僚絶対主義的統治形態が危機を迎える中でプレーヴェが 1902 年に大臣に就任す
る経緯、研究史と史料の概要が述べられるとともに、本論文の課題が提示される。 
第 1 章「農奴解放以降の地方社会と内務省」では、農奴解放以後の地方社会と国家との関係の変化が概
観される。「大改革」で基礎づけられた地方統治構造がトルストイ内相の主導下で、各種自治団体が内務
省のより直接的な監督下に置かれる形で修正されたこと、同時に、工業化促進策の下で農業生産性の向上
のために農民統治の原則の変更を迫られるとともに、工場労働者の問題が新たに浮上していたこと、各地
のゼムストヴォの連帯、政治化が進み、ゼムストヴォ活動家と政府との関係が次第に悪化していたこと、
そうした状況の中でプレーヴェは、まず、県の統治制度の改革と農民法の見直しを骨子として統治方法の
改善を目指し、そしてこの二つの問題が帝国全体の主要な分野の改革に及んでいくことが指摘される。 
第 2 章「官僚機構の改革」では、各省の地方の出先機関や地方自治体を県知事の下に実質的に統合しよ
うとする県制改革、さらにはそれに対応する形で進められる本省内の機構と審議機関の改革計画が詳細に
検討され、省庁の寄せ集めに等しい中央政府において内相に実質的な「首相」としての権限を確保し、内
務省に内政全般の指導監督権を集中させようとするプレーヴェの意図が示唆される。 
第 3章「官僚と地方自治」では、地方自治のあり方や官僚政治への地方社会の「参加」の問題が扱われ、
プレーヴェが政府官僚機関と自治機関の本質的相違を認めず、自治行政も国家行政の一種であるとの認識
を持っていたことが強調される。そうした考え方は、ゼムストヴォ未導入諸県の統治制度の改革やペテル
ブルク市自治行政改革にも垣間見られる。もっともこうした内務省の考え方は、自治権の自立性を尊重し
ようとする国家評議会内の多数派の抵抗にあった。そしてまた「教養ある社会」との関係では、内相がい
くつかの行政審議会を設けて「社会」の法案作成への参加を促そうと試みたりしたが、相互の原則の相違
から両者の溝がかえって深まったことなどが立証されている。 
第 4章「農業・農民問題と内務省」では、1902 年の南ロシアでの農民暴動の発生で、改めて重大な社会
問題として浮上した農民問題への取り組みが二つの側面から取り上げられる。その一つは、内務省編纂委
員会が作成した農民法案の分析であり、農業の生産性の向上をめざし、また貴族などの個人的土地所有者
を保護するために、行政的にも法的にも農民が隔離されない「全身分的」社会への移行段階を内務省の庇
護のもとに築き上げようとしたとこの法案を位置づけ、分けても、農民の分与地の利用と整備に関する編
纂委員会の方針は、土地整理と自立的個人農の創出を図ったストルイピン土地改革につながるものと評価
する。いまひとつは移住政策の問題であり、政府の援助によって土地不足地域から貧農を移住させ、一時
的ではあれ移住もとの共同体の農業環境を改善しようとする計画が、シベリア鉄道委員会や国家評議会で
修正されていく過程も含めて検討される。 
第 5 章「農民と労働者の統治」では、農民に関しては、農民に対する行政・司法の監督制度（ゼムスキ
ー・ナチャーリニク制）の改善の試みと農村警察の改革がともに「官僚化」の推進という側面から分析さ
れる。他方、労働者問題については、労働者を現体制の積極的な支持層に変えることを企図し、工場監督
官の内務省移管や労働局の設置構想などを通して内務省による一元的な労働者管理体制を敷こうとした 
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が、この発想は農民に対するのと同様の「後見的」姿勢であったとみる。 
「おわりに」においては、県制改革と、それに対応する本省の機構改革計画は、省庁間、および官僚機
関と自治体との一致を内務省の下に強制的に作り出し、「時代遅れ」の統治制度を改善して、時代の要請
に応えうる官僚絶対主義的統治体制を構築しようとする動きであったとし、社会政策的には、プレーヴェ
内務省の試みは、身分制的社会秩序を維持し、臣民を団体化して保護・監督するという伝統的な統治原理
に依拠しつつ、内務省が主体となってロシア社会の諸要素に対処しようとするものであったと述べ、加え
て、その措置が真摯で本格的なものであっただけに、政府内の対立と「教養ある社会」の抵抗を惹起する
と同時に、帝政ロシアが抱えていた矛盾やジレンマを鮮明にあぶりだすことになったと指摘している。 
Ⅱ 論文にたいする評価 
 本論文は以下の点で高く評価することができる。 
１ 本論文は、革命を前にした 20 世紀初頭という重要な時代にあたるプレーヴェ期の内務省の政策をロシ
ア社会の統治構造のありかたという観点から総合的に考察したものである。帝政末期の体制側に関するこ
の類の研究はいまだ十分ではなく、それゆえに本論文の研究史上の価値は大きい。しかも、本論文は、内
外の関連する文献や公刊史料だけでなく、多数の文書館史料を利用した本格的な実証研究となっている。
２ その際、地方統治制度の改革と、それに対応する本省の改革、農村制度の見直しと、農民ならびに労
働者の統治政策など、本論文の主題となる諸問題の全体像を第一次史料の綿密な分析を通じて明らかにす
ることに成功しており、また、内務省内における法案の作成過程や、各種審議会ならびに国家評議会にお
ける法案の審議・修正過程が詳述され、当時の帝政ロシアの立法システムをよく知ることができると同時
に、政府としての纏まりのなさや、「教養ある社会」と官僚政府との間の対立の溝の深さを見事に浮き彫り
にしている。 
３ トルストイ、プレーヴェ、ストルイピンは 19 世紀末から 20 世紀初めにかけての有力な内相であるが、
国制における地方自治体の位置づけや農村共同体のあり方等に関してそれぞれの考え方が示され、また、
その 3者の間の連続性と変化が、1860 年代の大改革以来の内政と社会経済の歴史を背景として説明されて
いて、興味深い。 
 上記のように、プレーヴェ期の内務省に関する総合的な研究である本論文は、史料内容の網羅的な紹介
スタイルを緩和し、大局的な見地に立った叙述の工夫をするなど、整理の仕方に改善の余地はあるとはい
え、ロシア近代史の領域において大きな学術的成果を挙げたものと高く評価される。したがって、本論文
は博士（文学）早稲田大学の学位に十分に値する、と判断する。 
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